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２－６．取組事例 



図２－６－１／博士課程教育リーディングプログラム  

出典：文部科学省作成 
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図２－６－２／ポストドクター・キャリア開発事業 

64 出典：文部科学省作成 



図２－６－３／グローバルアントレプレナー育成促進事業 

65 出典：文部科学省作成 

 
○ 我が国の成長の原動力となるイノベーション創出を推進するためには、専門分野を持ちつつ、幅広い視野や課題発見・解決能力、起業家マインド、
事業化志向を持つ人材の育成が必要。 

○ 専門知識や研究開発力を持つ人材は育成されてきたが、ベンチャー業界に飛び込む人材や企業内でイノベーションを起こす人材へのニーズが急増。 
○ 大学とＶＣのネットワーク等、大学発ベンチャーが成長するための環境（イノベーション・エコシステム）が未発達。 

現状分析・課題 

 
 

○取組内容：海外機関や企業等と連携し、起業に挑戦する人材や産業界でイノベーションを起こす人材の育成プログラムを開発・実施する大学等を支援 
 【プログラムの例】   ・ベンチャーキャピタリスト、メーカー、金融機関や大学を巻き込み、事業化メソッドや起業家マインドを若手研究者が取得するプログラム 
               ・「デザイン思考」や「事業化志向」、課題を自ら発見し文理融合型のアプローチで解決を図るPBL（※1）等を中心としたプログラム 
○対象機関：日本国内の大学、大学共同利用機関、高等専門学校 
○受講対象者：大学院生・若手研究者・ポスドク等 
○選定の件数：１０～１５機関を予定 
○補助事業期間：原則として３年間（平成２８年度まで） 
○補助の金額：原則として年間５，０００万円～１億円（より少額の補助も可能） 

（※1）PBL（Project-Based Learning）；問題解決型学習 

大学院生・若手研究者 

専門知識・技術シーズ 
デザイン思考 

事業化メソッド 

アイディア創出法 

アントレプレナーシップ 

ＰＢＬ等の実践的人材育成プログラム 起業家 

アイディア創出 
技術者 

企業内 
アントレプレナー 

革新的な研究者 

挑戦する人材を「増やす」 

イノベーション創出に挑戦・
支援する人材の輩出 

海外の大学等 

・プログラム・教材の提供 

・講師の招へい 

・受講者の派遣 

ＶＣ・企業等 
・課題の提示   
・ワークショップ等の実施  
・ＶＣ・企業等からの受講者の受入れ   

事業の概要 

 

○ 専門知識や研究開発の素養のある人材が、課題発見・解決能力、起業家マインド、事業化志向を身につけ、大学発ベンチャー業界や大企業に飛び
込むことで、イノベーション創出を促進。 

○ 我が国におけるＶＣ・企業・大学・研究者間のネットワークを強化し、持続的なイノベーション・エコシステムを構築することで、大学発ベン
チャー創出の素地を醸成する。 

期待される効果 
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○ 優れた研究成果を上げた研究者の多くは、若い時期に、その成果の基礎となる研究を行っている 
   一方、自立して研究に専念できる立場・環境にある若手研究者が少ない。 
○  国内外の優れた研究者を獲得し、国内の大学・研究機関で育成するためには、若手研究者のため 
     のポストの確保、客観的で透明性の高い審査による能力評価、安定的な雇用につなげるキャリア 
   パスの整備が必要。 

課  題 

【参考】 
『第４期科学技術基本計画』（平成23年8月19日閣議決定）（抜粋） 
Ⅳ.基礎研究及び人材育成の強化    
3．科学技術を担う人材の育成    
（2）独創的で優れた研究者の養成    
 ② 研究者のキャリアパスの整備 
＜推進方策＞ 
・  国は、テニュアトラック制の普及、定着を進める大学への支援を充実する。
これにより、各大学が、その目的や特性に応じて、テニュアトラック制の導入を
進めることにより、テニュアトラック制の教員の割合を、全大学の自然科学系
の若手新規採用教員総数の３割相当とすることを目指す。 

『第2期教育振興基本計画』（平成25年6月14日閣議決定）（抜粋） 
第2部 今後5年間に実施すべき教育上の方策  
～四つの基本的方向性に基づく、8の成果目標と30の基本施策～  
Ⅰ  四つの基本的方向性に基づく方策    
2．未来への飛躍を実現する人材の養成     
基本施策15大学院の機能強化等による卓越した教育研究拠点の形成,
大学等の研究力強化の促進 
【主な取組】    
15－1 独創的で優秀な研究者等の養成 
また、テニュアトラック制等の若手研究者が自立して研究できる環境の
整備を行い、優れた研究者の育成，確保を図る。 

  

 

○ テニュアトラック制（公正に選抜された若手研究者が、安定的な職を得る前に、任期付きの雇用形態で自立した研究者として経験を積む仕組み） 
      を実施する大学等を支援。 

事業の概要 

【テニュアトラック制のイメージ】 

任期終了後の
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テ
ニ
ュ
ア
審
査

テニュアトラック
教員として採用

テニュア教員
として採用

博士号取得後
10年以内の研究者

テニュアトラック期間
（５年程度の任期を付した雇用）

テニュア教員
（安定的な雇用）

中間評価

自立的に研究できる環境を整備

※平成23年度より旧科学技術振興調整費「若手研究者の自立的研究環境整備促進」を本事業に統合 

【機関選抜型】 【個人選抜型】 この中から特に優れ
た者を選抜して、 
上乗せ支援 

支援対象：大学、独法研究機関等 
       ※平成26年度時点で全57機関 
事業期間：5年間 
内   容：テニュアトラック教員の研究 
                費として、1人当たり900万 
                円／年度を上限として支援               

支援対象：機関選抜型で選定された機関で 
        機関の長が推薦する者 
        ※平成26年度時点で全80名  
事業期間：5年間 
内   容：特に優れたテニュアトラック 
        教員の研究費として、1人当 
               たり1,400万円／年度を上限 

               として支援  

※1 機関選抜型・個人選抜型ともに、平成26年度において対象機関の新規選定は実施せず。 
※2 個人選抜型の対象者については、機関の長が推薦する者から選考。 
※3 テニュアトラック教員の研究費については、機関選抜型は人件費への充当は不可だが、個人選抜型は充当可能。 
    なお、機関選抜型のテニュアトラック教員の研究費は、採用1年度目は1人当たり900万円／年度、採用2年度目は1人当たり600万円／年度を上限とする。 
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（出典：文部科学省調べ） 

注）「業績を上げた年齢」は、受賞のきっかけとなった論文等の発表時点である。 

【ノーベル賞（化学賞、物理学賞、生理学・医学賞） 
受賞者の業績を上げた年齢の分布（1987～2006）】 

ノーベル賞のきっか
けとなった論文は、
30代に発表された
ものが多い。 

図２－６－４／テニュアトラック普及・定着事業 

出典：文部科学省作成 



図２－６－５／事業支援機関においてテニュアトラック制が定着した好事例 

出典：文部科学省作成 

 
岡山大学 

特色ある取組の推進 

＜部署の特徴＞ 

●テニュアトラック
制の定着 
⇒平成２０年度から
事業支援によりテ
ニュアトラック制を
導入し、平成２５年
度からは任期付き教
員〈承継）の新規採
用教員は原則として
テニュアトラック教
員とした。 
 
●特色ある取組 
⇒ウーマンテニュア
トラック制度を導入
し、自立的な研究環
境整備とライフイベ
ントに配慮した支援
を行い、若手女性研
究者の活躍を促進 

 
東京農工大学 

テニュアトラック制の確立 

＜部署の特徴＞ 

●テニュアトラック教員による
異分野間の研究交流会の開催 
⇒テニュアトラック教員同士に
よる共同研究がスタートし、研
究力が向上 
 
●外部専門家によるピアューや
海外派遣の補助制度 
⇒外部専門家を招聘し研究の方
向性について議論し、助言を受
けることにより、自己の研究に
反映。また、海外研究機関を直
接訪問することで、人脈形成及
び研究連携先の開拓し、共同研
究に繋がる。 
 
●マッチングファンド制 
テニュアトラック教員のスター
トアップ資金を、学長・部局・
専攻が１/３ずつ分担し、各専攻
がテニュアトラック制を導入し
やすいよう配慮 

⇒平成20年度から自主財
源による制度を開始し、
学内コンセンサスのもと
継続性の高いテニュアト
ラック制を確立。また、
TOP1０％論文の伸び率が
高いなど研究力の向上に
つながる。 

⇒平成２５年度には自主財
源により採用したテニュア
トラック教員が40名と着
実に定着している。また、
女性採用割合も増加。 
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図２－６－６／戦略的創造研究推進事業(新技術シーズ創出(CREST,さきがけ,ERATO)) 

出典：文部科学省作成 



・我が国の優れた若手研究者を顕彰する日本学術振興会（JSPS）賞の約３人に１人がさきがけで大きく飛躍した研究者 

さきがけから、我が国のトップレベル研究を牽引する人材が多数輩出 

○日本学術振興会（ＪＳＰＳ）賞を受賞したさきがけ研究者数（過去５年）： ３２名（受賞者全体９６名の約３３％を占める） 

・さきがけ経験者の多くが厳しい研究社会においてキャリアアップを実現 

○上記の例のように、さきがけ経験者の多くが厳しいポスト獲得競争下においてキャリアアップを実現。 
・さきがけ研究を開始した時点でＪＳＴ雇用のポスドク※だった研究者への調査では、さきがけ期間中又は終了後に約６割が定年制の研究職ポストを獲得。 
 ※平成20年度から平成24年度にさきがけ研究を終了した研究者を対象。対象者57名のうち、35名（31名がさきがけ研究期間中、4名がさきがけ終了直後）が定年制のポストを獲得。 

・さきがけ研究を開始した時点で大学職員（助教授、助教等）だった研究者への調査では、さきがけ終了時点で約4割が昇格。 
 ※平成3年～平成19年発足領域を対象。対象者1226名のうち、502名が昇格。所属機関の移動を伴う昇格も半数程度に上る。 

○さきがけ採択後に３０代で教授になった事例 

出典：「戦略的創造研究推進事業 国際評価報告書（2006年8月）」 

塚﨑 敦 
さきがけ研究領域「界面の構造と制御」（Ｈ２０～Ｈ２３） 
さきがけ研究領域「新物質科学と元素戦略」（Ｈ２４～Ｈ２７） 

採択時（Ｈ２０）は、東北大学金属材料研究所 助教 
Ｈ２５、３６歳で、東北大学金属材料研究所の教授に 
「領域会議では、研究内容についての厳しい議論はもちろんのこと、研究
に対する姿勢や着眼、目指すべき研究者像など、広範な話題を語ること
ができ、非常に有り難い機会になっています。」 

泊 幸秀 
さきがけ研究領域「ＲＮＡと生体機能」（Ｈ１８～Ｈ２１） 

採択時（Ｈ１８）は、米国マサチューセッツ州立大学医 
 学部ポストドクトラルフェロー 
Ｈ２５、３７歳で、東京大学分子細胞生物学研究所の 
 教授に 
「さきがけに採択されたことは、私のPIとしてのキャリアのすべてを作ったと
いっても、過言ではありません。」 
「ＲＮＡ研究は始まったばかりの分野であり、他の研究者とのディスカッショ
ンは、かなり有効に働きました。同時にアドバイザーの先生方による忌憚
のない意見は、落ち込むこともあれば勇気にもなりました。」 

齊藤 英治 
さきがけ研究領域「革新的次世代デバイスを目指す材料とプロセス」 
（Ｈ１９～Ｈ２２） 

採択時（Ｈ１９）は、慶應義塾大学理工学部 専任講師 
Ｈ２２、３７歳で、東北大学金属材料研究所の教授に 
「（領域会議では）レベルの高い研究者が集まって真剣にディスカッションする。 
（中略）これをきっかけに大きな問題解決ができたという人も少なくないと思い
ます。」 

上川内 あづさ 
さきがけ研究領域「脳情報の解読と制御」 
（Ｈ２２～Ｈ２５） 

採択時（Ｈ２２）は、東京薬科大学生命科学部 助教 
Ｈ２４、３７歳で、名古屋大学理学部の教授に 
「応募したのは妊娠が分かった頃でした。（さきがけでは）ライフイベントに
柔軟に対応してくださることを知っていたので、不安はありませんでし
た。」 

図２－６－７／さきがけ制度の成果・波及効果について①  

出典：科学技術振興機構作成 69 



図２－６－８／さきがけ制度の成果・波及効果について②  

○さきがけ研究を経験した多くの若手研究者にとって、さきがけ研究が昇進等につながっている。 

70 

さきがけ研究の開始時から終了時までの間に昇進した 
研究者の割合の推移 終了時までにテニュアの地位を得た研究者の割合の推移 

年度 （3年度間の移動平均の中心年度） 年度 （3年度間の移動平均の中心年度） 
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図２－６－９／年俸制を導入している研究開発法人及び主な国立大学 

○研究開発型の独立行政法人に関しては、理化学研究所等13法人で年俸制を導入。 

○一部の大学においても年俸制が導入され、少なくとも3,000人以上の教員に適用。 

出典：（左）行政改革推進会議独立行政法人改革等に関する分科会資料等を基に文部科学省作成（職員数は平成25年4月1日現在） 
   （右）各国立大学法人の「役職員の報酬・給与等について」（平成24年度）を基に文部科学省作成 

年俸制研究
職員数（人）

大学名
年俸制

教員数(人)

理化学研究所 （文部科学省） 1,430 大阪大学 500

宇宙航空研究開発機構 （文部科学省） 413 東北大学 425

海洋研究開発機構 （文部科学省） 342 京都大学 405

科学技術振興機構 （文部科学省） 320 名古屋大学 401

日本原子力研究開発機構 （文部科学省） 131 北海道大学 232

国立がん研究センター （厚生労働省） 114 筑波大学 227

国立精神･神経医療研究センター（厚生労働省） 88 東京工業大学 193

国立国際医療研究センター （厚生労働省） 68 東京大学 121

国立循環器病研究センター （厚生労働省） 67 千葉大学 90

放射線医学総合研究所 （文部科学省） 60 神戸大学 80

防災科学技術研究所 （文部科学省） 55

国立長寿医療研究センター （厚生労働省） 46

国立成育医療研究センター （厚生労働省） 39

法人名（所管官庁）
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・独立行政法人との間で２件 
・国立大学法人との間で１件 
・大学共同利用機関法人との間で１件 
・海外の大学との間で３件 
・私立大学との間で１件  （合計８件） 

本学の卓越した教授が、本学教授の身分の他に他機関の身分を併せ有して教
育研究活動を行うことにより、双方の機関の教育研究基盤が一層強化されると
ともに、世界最高水準の教育研究を維持及び発展させることかつ若手研究者の
ポストの確保が目的 

 目 的  

・部局長は部局教授会の了解を得て役員会に申請。役員会は当該教授の教育
研究の実績を踏まえ、上記目的に合致する場合に承認 
・機関同士で勤務割合（エフォート）等を定めた協定書を締結 
・クロス・アポイントメント制度を適用する教授の身分は承継教授と同様 
・エフォートに応じた給与を支給し、人件費差額分は若手研究者のポストの確保
に充当 

 概 要  

 実 績  

その分野の世界的リーダーである研究者の多くを東京大学が占有するのではなく、このよう
な余人を持って代え難い有為な人物に活躍の場を与えることが日本全体にとって有益であ
るという視点 
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図２－６－１０／クロス・アポイントメント制度について（東京大学の事例） 

出典：科学技術・学術審議会 人材委員会資料 



図２－６－１１／科学技術人材コンソーシアム事業 

73 出典：文部科学省作成 



  
図２－６－１２／海外特別研究員事業 (昭和57年度～） 

出典：文部科学省作成 

 優れた若手研究者が、海外の大学等研究機関において、自らの研究計画に基づき長期間研究に専念できるよう支援することにより、我が国の学術の将来を担う国
際的視野に富む有能な研究者を養成・確保する。 

 
 

事業目的 

 我が国の大学等研究機関に所属する常勤の研究者や博士の学位を有する者等
の中から優れた若手研究者を「海外特別研究員」として採用し、所定の資金の支給
により、海外の大学等研究機関において長期間研究に専念できるよう支援。 

＜日本再興戦略 改訂2014＞（平成26年6月24日 閣議決定）（抄） 
・外国人研究者の受入れ拡大を図るため、優秀な若手研究者の海外との間の戦略的な派遣・招へいや、国内外に研究拠点を構築すること等により国際的なネットワークを強化  
 する。 
・国際機関への日本人の就職支援を行いつつ、グローバル化等に対応する人材力を育成強化するための取組を講ずる。 

＜科学技術イノベーション総合戦略 2014＞（平成26年6月24日 閣議決定）（抄） 
・優秀な若手研究者の海外との間の戦略的な派遣・招聘による国際研究ネットワークの強化 

＜第４期科学技術基本計画＞ （平成23年8月19日 閣議決定）（抄） 
・国は、優れた資質を持つ若手研究者や学生が海外で積極的に研鑽を積むことができるよう、海外派遣や留学促進のための支援を充実する。 

 

必要性 

事業概要 

  

★研究者自身のキャリアパスに資する研究能力の向上 
★具体的な研究成果（論文等） 
★将来の共同研究につながる研究者ネットワークの構築 
※派遣期間終了後、我が国の大学等研究機関の国際化の推進にも貢献 

若手研究者 

日本学術振興会 
JSPS 

申請 
選考・支援 
・滞在費・研究活動費 
 (380万円～520万円/年) 
・往復航空賃 

海外の大学・研究機関 
長期派遣 
（2年間） 

２年間の研究活動で期待する効果 

752 890 857 801 762 739 765 490 

888 810 824 

140 129 131 141 130 138 164 
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